
○新潟市景観法及び新潟市景観条例の施行に関する規則 

平成19年３月26日規則第21号 

改正 

平成27年12月21日規則第85号 

平成28年３月28日規則第42号 

平成29年３月28日規則第31号 

令和２年10月５日規則第67号 

令和３年３月31日規則第26号 

令和５年12月27日規則第47号 

令和８年７月８日規則第41号 

新潟市景観法及び新潟市景観条例の施行に関する規則 

新潟市都市景観条例施行規則（平成５年新潟市規則第30号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成16年法律第110号。以下「法」という。）及び新潟市

景観条例（平成19年新潟市条例第12号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（住民等による提案） 

第２条 景観行政団体及び景観計画に関する省令（平成16年農林水産省・国土交通省・環

境省令第１号。以下「景観計画省令」という。）第４条に規定する提案書は、別記様式

第１号によるものとする。 

２ 前項に規定する提案書には、景観計画省令第４条各号に掲げるもののほか、次に掲げ

る図書を添付するものとする。 

(１) 景観計画省令第４条第１号に規定する景観計画の素案の対象となる土地の区域

（以下「計画提案区域」という。）を示す図面で縮尺2500分の１以上のもの 

(２) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 



３ 景観計画省令第４条第１号に規定する景観計画の素案には、法第８条第２項各号及び

第４項各号に掲げるもののほか、次に掲げる内容を記載するものとする。 

(１) 計画提案区域の概況 

(２) 計画提案に係る届出対象行為 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

４ 景観計画省令第４条第２号に規定する書類は、別記様式第２号によるものとし、次に

掲げるものを添付するものとする。 

(１) 計画提案区域の地籍図 

(２) 計画提案区域の土地所有者等の一覧表 

(３) 計画提案区域内の土地の登記事項証明書 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（計画提案を踏まえた景観計画の策定等をしない場合にとるべき措置） 

第３条 法第14条第１項の規定による通知は、別記様式第３号の通知書により行うものと

する。 

（構想段階及び設計段階の定義） 

第３条の２ 条例第６条の２第１項に規定する規則で定める構想段階は、設計図書の作成

に着手する前の段階で、かつ、建築物の高さ、床面積、配置等の事業計画の修正が可能

な段階をいう。 

２ 条例第６条の２第１項に規定する規則で定める設計段階は、設計図書の作成に着手し

た後の段階で、かつ、法第16条第１項の規定により届出をしようとする日又は同条第５

項後段の規定による通知をしようとする日の180日前までの段階をいう。 

（事前協議の申出） 

第３条の３ 条例第６条の２第２項の規定による申出は、別記様式第３号の２の申出書に

より行うものとする。 

２ 前項の申出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 



(１) 構想段階にあっては、次に掲げる図書 

ア 別記様式第３号の３の計画趣旨等説明書 

イ 当該敷地の位置及び周辺の状況を表示するもの 

ウ 当該敷地及び当該敷地の周辺の状況を示す写真 

エ 当該敷地内における建築物の位置を表示するもの 

オ 建築物の規模に係るもの 

カ 当該敷地及び建築物のゾーニングに係るもの 

(２) 設計段階にあっては、次に掲げる図書 

ア 別記様式第３号の３の計画趣旨等説明書 

イ 当該敷地の位置及び周辺の状況を表示するもの 

ウ 当該敷地及び当該敷地の周辺の状況を示す写真 

エ 当該敷地内における建築物の位置を表示するもの 

オ 外部仕上げ表 

カ 平面図 

キ 彩色が施された２面以上の立面図 

ク 断面図 

ケ 外構図 

コ 彩色が施された完成予想図 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（協議事項等の対応の届出） 

第３条の４ 条例第６条の２第４項の規定による届出は、別記様式第３号の４の届出書に

より行うものとする。 

（事前協議終了の申出） 

第３条の５ 条例第６条の５第１項第２号の規定による申出は、別記様式第３号の５の申

出書により行うものとする。 



（変更協議の申出） 

第３条の６ 条例第６条の６第２項の規定による申出は、別記様式第３号の６の申出書に

より行うものとする。 

２ 前項の申出書には、構想段階又は設計段階の区分に応じ、第３条の３第２項各号に掲

げる図書を添付するものとする。ただし、条例第６条の２第２項の規定による申出に添

付された図書と記載内容が同一のもの及び市長が添付する必要がないと認める図書は、

省略することができる。 

（景観計画区域内における行為の届出） 

第４条 景観法施行規則（平成16年国土交通省令第100号。以下「施行省令」という。）

第１条第１項に規定する届出書は、別記様式第４号によるものとする。 

２ 法第16条第２項の規定による届出は、別記様式第５号の変更届出書により行うものと

する。 

３ 前項に規定する変更届出書には、施行省令第１条第２項各号及び条例第10条各号に掲

げる図書を添付するものとする。ただし、法第16条第１項の規定による届出に添付され

た図書と記載内容が同一のもの及び市長が添付する必要がないと認める図書は、省略す

ることができる。 

４ 条例第10条第１号に規定する現況チェックシートは、別記様式第６号によるものとす

る。 

５ 条例第10条第２号に規定する景観形成チェックリストは、別記様式第７号によるもの

とする。 

（国の機関又は地方公共団体が行う行為の通知） 

第５条 法第16条第５項の規定による通知は、別記様式第８号の通知書により行うものと

する。 

２ 前項に規定する通知書には、施行省令第１条第２項各号及び条例第10条各号に掲げる

図書を添付するものとする。 



（変更命令等を行うことができる期間の延長の通知） 

第６条 法第17条第４項の規定による通知は、別記様式第９号の通知書により行うものと

する。 

（立入検査又は立入調査をする者の身分を示す証明書） 

第７条 法第17条第８項に規定する証明書は、別記様式第10号によるものとする。 

（行為の着手の制限期間の短縮） 

第８条 市長は、法第18条第２項の規定により同条第１項本文に規定する期間を短縮する

ときは、法第16条第１項又は第２項の規定による届出をした者に対し、別記様式第11号

の通知書により通知するものとする。 

（景観重要建造物の指定の提案） 

第９条 施行省令第７条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）に規定する

提案書は、別記様式第12号によるものとする。 

２ 施行省令第７条第１項第３号に規定する書類は、別記様式第13号によるものとし、次

に掲げるものを添付するものとする。 

(１) 提案する建造物と一体となって良好な景観を形成している土地の地籍図 

(２) 提案する建造物の所有者等の一覧表 

(３) 提案する建造物の建物及び土地の登記事項証明書 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（景観重要建造物として指定しない場合にとるべき措置） 

第10条 法第20条第３項の規定による通知は、別記様式第14号の通知書により行うものと

する。 

（景観重要建造物の指定の通知等） 

第11条 法第21条第１項の規定による通知は、別記様式第15号の通知書により行うものと

する。 

２ 施行省令第８条第１項第６号に規定する事項の通知は、法第19条第１項に規定する土



地その他の物件の範囲を示す縮尺2500分の１以上の図面を、前項に規定する通知書に添

付することにより行うものとする。 

３ 法第21条第２項に規定する標識は、別記様式第16号によるものとする。 

（景観重要建造物の現状変更の許可の申請等） 

第12条 法第22条第１項の許可を受けようとする者は、別記様式第17号による申請書正副

２通に、施行省令第９条第２項各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなければなら

ない。ただし、市長がその必要がないと認める場合は、添付書類の一部若しくは全部又

は副本を省略することができる。 

２ 市長は、前項の規定により申請書が提出された場合において、許可をするときは、別

記様式第18号の許可書を交付するものとする。この場合において、前項に規定する副本

を提出しているときは、当該許可書に当該副本を添えて交付するものとする。 

３ 市長は、法第22条第２項の規定により現状変更の許可をしない場合は、別記様式第19

号の通知書により、申請者にその旨及びその理由を通知するものとする。 

（景観重要建造物の現状変更の協議） 

第13条 法第22条第４項の規定による協議は、別記様式第20号の協議書により行うものと

する。 

２ 前項に規定する協議書には、施行省令第９条第２項各号に掲げる図書を添付するもの

とする。 

（景観重要建造物の滅失等の届出） 

第14条 条例第17条の規定による届出は、別記様式第21号の届出書に、景観重要建造物の

滅失又はき損状況の写真を添付して行うものとする。 

（景観重要建造物の指定の解除の通知） 

第15条 法第27条第３項において準用する法第21条第１項の規定による通知は、別記様式

第22号の通知書により行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の提案） 



第16条 施行省令第12条第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）及び都市計

画区域外の景観重要樹木及び景観協定に関する省令（平成16年農林水産省令・国土交通

省令第４号。以下「樹木省令」という。）第２条第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）に規定する提案書は、別記様式第23号によるものとする。 

２ 施行省令第12条第１項第３号及び樹木省令第２条第１項第３号に規定する書類は、別

記様式第24号によるものとし、次に掲げるものを添付するものとする。 

(１) 提案する樹木が存在する土地の地籍図 

(２) 提案する樹木が存在する土地の所有者の一覧表 

(３) 提案する樹木が存在する土地の登記事項証明書 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（景観重要樹木として指定しない場合にとるべき措置） 

第17条 法第29条第３項の規定による通知は、別記様式第25号の通知書により行うものと

する。 

（景観重要樹木の指定の通知等） 

第18条 法第30条第１項の規定による通知は、別記様式第26号の通知書により行うものと

する。 

２ 法第30条第２項に規定する標識は、別記様式第27号によるものとする。 

（景観重要樹木の現状変更の許可の申請等） 

第19条 法第31条第１項の許可を受けようとする者は、別記様式第28号による申請書正副

２通に、施行省令第14条第２項各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなければなら

ない。ただし、市長がその必要がないと認める場合は、添付書類の一部若しくは全部又

は副本を省略することができる。 

２ 市長は、前項の規定により申請書が提出された場合において、許可をするときは、別

記様式第29号の許可書を交付するものとする。この場合において、前項に規定する副本

を提出しているときは、当該許可書に当該副本を添えて交付するものとする。 



３ 市長は、法第31条第２項において準用する法第22条第２項の規定により現状変更の許

可をしない場合は、別記様式第30号の通知書により、申請者にその旨及びその理由を通

知するものとする。 

（景観重要樹木の現状変更の協議） 

第20条 法第31条第２項において準用する法第22条第４項の規定による協議は、別記様式

第31号の協議書により行うものとする。 

２ 前項に規定する協議書には、施行省令第14条第２項各号に掲げる図書を添付するもの

とする。 

（景観重要樹木の滅失等の届出） 

第21条 条例第22条の規定による届出は、別記様式第32号の届出書に、景観重要樹木の滅

失、枯死又はき損状況の写真を添付して行うものとする。 

（景観重要樹木の指定の解除の通知） 

第22条 法第35条第３項において準用する法第30条第１項の規定による通知は、別記様式

第33号の通知書により行うものとする。 

（所有者の変更の場合の届出） 

第23条 法第43条の規定による届出は、別記様式第34号の届出書により行うものとする。 

２ 前項に規定する届出書のうち、景観重要建造物に係る届出書には、次に掲げるものを

添付するものとする。 

(１) 所有者の変更に係る土地又は建物の登記事項証明書 

(２) 土地の分筆又は合筆を伴う場合は、地籍図 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

３ 第１項に規定する届出書のうち、景観重要樹木に係る届出書には、次に掲げるものを

添付するものとする。 

(１) 所有者の変更に係る土地の登記事項証明書 

(２) 土地の分筆又は合筆を伴う場合は、地籍図 



(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

（台帳） 

第24条 法第44条に規定する台帳は、景観重要建造物に関する台帳にあっては別記様式第

35号によるものとし、景観重要樹木に関する台帳にあっては別記様式第36号によるもの

とする。 

（景観形成推進組織の認定） 

第25条 条例第24条の規定による認定を受けようとするものは、別記様式第37号の申請書

に、次に掲げる図書を添付して市長に申請しなければならない。 

(１) 組織の規約 

(２) 組織の活動区域を示す図面 

(３) 組織の役員の氏名及び住所を記載した書類 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、速やかに認定の適否を決定するものと

する。 

３ 市長は、前項の規定により認定を決定したときは、別記様式第38号の通知書により、

申請者に認定決定の通知をするものとする。 

４ 市長は、第２項の規定により認定しないことを決定したときは、別記様式第39号の通

知書により、申請者に認定しない旨通知するものとする。 

（規約の要件） 

第26条 条例第24条第３号の規則で定める要件は、次に掲げる事項とする。 

(１) 組織の設立目的 

(２) 組織の名称 

(３) 事務所の所在地 

(４) 活動区域に含まれる町名 

(５) 活動区域の名称 



(６) 活動内容 

(７) 構成員に関する事項 

(８) 役員の定数、任期、職務分担及び選任方法に関する事項 

(９) 会議に関する事項 

(10) 会計に関する事項 

（景観形成推進組織の活動内容等の変更の届出） 

第27条 景観形成推進組織の認定を受けたものが、前条各号に掲げる事項又は役員を変更

したときは、別記様式第40号の届出書を速やかに市長に提出するものとする。 

（その他） 

第28条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年規則第85号） 

この規則は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月28日規則第42号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 行政不服審査法（平成26年法律第68号）附則第３条の規定によりなお従前の例による

こととされる不服申立てであって、この規則の施行前にされた処分又は不作為に係るも

のについては、なお従前の例による。 

附 則（平成29年３月28日規則第31号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年10月５日規則第67号） 



この規則は、令和２年11月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日規則第26号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみ

なす。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。 

附 則（令和５年12月27日規則第47号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和８年７月８日規則第41号） 

この規則は、令和８年10月１日から施行する。 
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別記様式第３号の３その２（第３条の３関係） 

 



 



 



別記様式第３号の４（第３条の４関係） 

 



 



別記様式第３号の５（第３条の５関係） 

 



別記様式第３号の６（第３条の６関係） 

 



 



別記様式第４号（第４条関係） 

 



 



別記様式第５号（第４条関係） 

 



別記様式第６号（第４条関係） 

 



別記様式第７号その１（第４条関係） 

 



 



別記様式第７号その２（第４条関係） 

 



別記様式第７号その３（第４条関係） 

 



 



 



 



 



別記様式第７号その４（第４条関係） 

 



 



別記様式第７号その５（第４条関係） 

 



 



別記様式第７号その６（第４条関係） 

 



 



 



 



別記様式第７号その７（第４条関係） 

 



 



 



別記様式第８号（第５条関係） 

 



 



別記様式第９号（第６条関係） 

 



別記様式第10号（第７条関係） 

 



別記様式第11号（第８条関係） 

 



別記様式第12号（第９条関係） 

 



別記様式第13号（第９条関係） 

 



別記様式第14号（第10条関係） 

 



別記様式第15号（第11条関係） 

 



別記様式第16号（第11条関係） 

 



別記様式第17号（第12条関係） 

 



別記様式第18号（第12条関係） 

 



別記様式第19号（第12条関係） 

 



別記様式第20号（第13条関係） 

 



別記様式第21号（第14条関係） 

 



別記様式第22号（第15条関係） 

 



別記様式第23号（第16条関係） 

 



別記様式第24号（第16条関係） 

 



別記様式第25号（第17条関係） 

 



別記様式第26号（第18条関係） 

 



別記様式第27号（第18条関係） 

 



別記様式第28号（第19条関係） 

 



別記様式第29号（第19条関係） 

 



別記様式第30号（第19条関係） 

 



別記様式第31号（第20条関係） 

 



別記様式第32号（第21条関係） 

 



別記様式第33号（第22条関係） 

 



別記様式第34号（第23条関係） 

 



別記様式第35号（第24条関係） 

 



別記様式第36号（第24条関係） 

 



別記様式第37号（第25条関係） 

 



別記様式第38号（第25条関係） 

 



別記様式第39号（第25条関係） 

 



別記様式第40号（第27条関係） 

 


